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１ 計画策定の背景 

・これまで国は、少子化傾向に歯止めをかけるべく、平成２（1990）年の「1.57 ショッ

ク」以降、エンゼルプラン、新エンゼルプラン、少子化対策プラスワンと少子化傾向への

対策を打ち出してきました。そして、平成 15（2003）年に次世代育成支援対策推進法

が成立し、児童福祉法が改正されました。次世代育成支援対策推進法は、地方公共団体及

び企業に対して 10 年間の集中的・計画的子育て支援計画の策定を義務づけました。 

また、児童福祉法改正では、保育園の待機児童数が一定以上の場合は、市町村に対して

保育計画を策定することが義務づけられました。 

・平成２年以降、様々な議論や対策を行いながらも、少子化傾向に十分な歯止めがかからず、

また、待機児童がなくならないことなどから、平成 24（2012）年８月に子ども・子育

てをめぐる様々な課題を解決することを目指して、子ども・子育て支援法が成立しました。 

子ども・子育て支援法は、「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指すとの考え

方を基本に、社会的な支援の必要性の高い子どもやその家庭を含め、全ての子どもやそ

の家庭を対象に、子どもの視点に立ち、一人ひとりの子どもの健やかな育ちを等しく保

障していくとともに、親など保護者自身に対しても、その子育て経験を通じて親として

成長していく「親育ち」の過程も支援していくものです。子ども・子育て支援法では、

法の趣旨を実現するため、子ども・子育て支援事業計画の策定が義務づけられました。 

・この「新！ひのっ子すくすくプラン（日野市子ども・子育て支援事業計画）」は、現行の

「ひのっ子すくすくプラン」を継承し、ひのっ子が日野の地域ですくすく育ち、生まれ

育った日野で子育てをしたくなるような、希望が持てる「子育てしたいまち・しやすい

まち日野」を実現するべく策定したプランです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前期計画 

(H17～H21) 

後期計画 

(H22～H26) 

(H27～H31) 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は日野市子ども条例を基本理念とし、関係する法令に基づく計画として策定する 

ものです。 

（１）子ども・子育て支援法第 61 条第１項に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」 

 

（２）児童福祉法第 56 条の 4 の 2 第１項に規定される「市町村整備計画」 

 

（３）母子及び父子並びに寡婦福祉法第 12 条に規定される「自立促進計画」 

 

（４）次世代育成支援対策推進法第８条に基づく「市町村行動計画」 

 

 なお、新！ひのっ子すくすくプランは、日野市の基本計画である日野いいプラン２０２０

（日野市基本構想・基本計画）・ともに支え合うまちプラン（日野市地域福祉計画）及び他の

関連する個別の行動計画などとも連携・強化し、日野市の子育て施策の推進を図るものです。 

 

 
新！ひのっ子すくすくプランと各計画との関係図 

(2)

(3)

(4)

日野いいプラン２０２０
（日野市基本構想・基本計画）

日野市子ども条例

発 達 ・ 教 育 支 援 セ ン タ ー
基 本 構 想 ・ 基 本 計 画

市 町 村 整 備 計 画

自 立 促 進 計 画

  新！ひのっ子
       すくすくプラン

日 野 人 げ ん き ！ プ ラ ン青 少 年 健 全 育 成 基 本 方 針

と も に 支 え 合 う ま ち プ ラ ン （ 日 野 市 地 域 福 祉計 画）

日野市まちづくり条例

第 ２ 期 食 育 推 進 計 画

男 女 平 等 行 動 計 画

生涯学習推進基本構想・基本計画

第 ２ 次 学 校 教 育 基 本 構 想
第３次特別支援教育推進計画

市 町 村 行 動 計 画

子ども・子育て支援事業計画

第 ４ 期 障 害 福 祉 計 画

障 害 者 保 健 福 祉
ひ の ６ か 年 プ ラ ン

日野市まちづくりマスタープラン

(1)

３つの戦略
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３ 計画の期間と対象 

新！ひのっ子すくすくプランの計画期間は、平成 27（2015）年４月～32（2020）年

３月までの５年間とします。 

ただし、国や東京都の動向、社会経済情勢の変化、人口動態などを見極めながら、必要に

応じた見直しを行っていきます。 

対象は０～18 歳までとします。 

 

４ 計画の策定体制 

計画の推進体制としては、子どもの保護者、地域において子どもの育成及び子育て支援活

動に携わる者、民間企業の事業主の代表、民間企業の労働者の代表、子ども・子育て支援に

関する事業者、学識経験者、関係行政機関の職員などで構成される「日野市子ども・子育て

支援会議」において、市民と行政の協働により計画の推進を図ります。 

子ども・子育て支援会議の役割として、計画の検証、評価を行います。 

 

◆策定体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■健康福祉部 

・福祉政策課 

・健康課 

・セーフティネット 

 コールセンター 

・発達支援課 

・障害福祉課 

■企画部 

・男女平等課 

・地域協働課 

■総務部 

・職員課 

・防災安全課 

■まちづくり部 

・都市計画課 

・道路課 

・産業振興課 

・文化スポーツ課 

■環境共生部 

・緑と清流課 

■教育部 

・学校課 

・庶務課 

・ICT 室（略称） 

・教育支援課 

・教育センター 

・生涯学習課 

・中央公民館 

・郷土資料館 

■市立病院 

など 

日野市子ども・子育て支援会議 

■役割 

・事業計画の策定、変更に関する審議  

・子ども・子育て支援施策の推進について必要な事項  

及び施策の実施状況等の調査審議  

・特定教育・保育施設（認定こども園、幼稚園、保育所） 

の利用定員の設定に関する審議  

・特定地域型保育事業（小規模保育等）の利用定員の  

設定に関する審議 

１ 策定に向けた体制 

庁 内 

■役割 

・事業計画の策定に必要な事項及び施策の実施状況等の 

調査審議 （個別的、具体的事項の審議） 

（例）  

・利用定員の設定 

・基準の検討 

・量の見込み など 

意見 

資料の提示 

情報の提供 

協力・連携 

情報共有 

関係部署 

子育て課 保育課 子家セン

子ども部（事務局） 

 

■地域支援部会 

・部会の運営、調整

・課題等の検討 

・計画の策定 

 など 

部会（事務局）

 

■保育・教育部会 

・部会の運営、調整 

・課題等の検討 

・計画の策定 

 など 

部会（事務局） 

■役割 

・計画の策定、推進 

・会議の運営、調整 

・関係部署の調整、とりまとめ 

など 

子ども・子育て支援会議 

専門部会 専門部会 
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